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月 日 場 所 内 容
5月15日 飯南町役場 県民局長 と飯南町長の市町村合併 に関する意見交換
18 県松阪庁舎 管内市町村総務課長に対する合併特例法の説明会
19 勢和村役場 県民局長 と勢和村長 との市町村合併に関する意見交換
〃 多気町役場 県民局長 と多気町長の市町村合併に関する意見交換
22 大台町役場 県民局長 と大台町長 との市町村合併 に関する意見交換
〃 松阪市役所 県民局長 と松阪市長 との市町村合併 に関する意見交換
ク 宮川村役場 県民局長 と宮川村長との市町村合併 に関す る意見交換
23 明和町役場 県民局長 と明和町長 との市町村合併 に関す る意見交換








31 議員宅 県民局長から大平県議への合併パ ター ンについての説明
しか し、 この よ うな県民 局 の努 力 も、 い まの とこ ろ、 あ ま り功 を奏 して
い ない よ うで あ る。 これ には、小 林 多 気 町 長 の発 言 にみ る よ うに、現 状 で
うま くい っ てい るの に、何 故 に変 え る必 要 が あ る のか とい う市 町村 の意 識
を意味 して い る とい え るで あ ろ う。 また 、昭和30年 代 の 合併 に よって 、そ
れ まで の村 の 中心 部 であ っ た所 、 た とえ ば役 場 が あ っ た ところ な どが 中心
部 で な くな り、す っか り寂 れ て しまった とい う ような苦 い経 験 が 影響 して
い る こ と も確 かで あ ろ う。 市 町村 合併 は、 少 な く と も三 重県 の松 阪 地 区や
伊 勢 志 摩地 区 に関 しては 、実現 性 に乏 しい ようであ る。
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き と してい る と ころが あ り、 そ うい う ところ は この ま ま残 って い た い とい
う気 で い る。宮 川村 で も、学 校 を改 修 して、 老 人 の グル ー プホ ー ム とい う
よ うな、他 で流 行 って い な い高齢 化 対 策 をや って い る。 そ うい う風 な こ と
をや れ る とい う形 に 、今 の行 政 シス テ ム は な って い る 。 国 が 、 交付 税 は、
も う10年 先 には ない です よ と言 うな らば、そ うはい か ない と思 うん です が 、
そ うい う こ と もな さそ うだ し … 、 そ うい う一番 の も との考 え方 が は っ
き り しな い 中で議 論 してお っ て も、 私 は きち っ と した結 論 は出 しに くい と
,思う」3U。
松阪地区 を管轄 している県の機 関は松 阪県民局であ る。 この ような県民
局 は、三重県 を7地 区に分割 し、それぞれの地区の実情 に応 じた形 で総合
的 な行政 を展開するため に設置 されている。独立性 が非常 に高 く、県民局
が互いに施策 を競 い合 っている ようにみえるが、そのなかで も松阪県民局
は積極的 に さまざまな施策 を展開 しているよ うである。例 えば、松阪地区
の どの地域 で どの ような要望があ るか、そ こでの行政の実態 は どうか とい
うような住民意識調査 ・行政実態調査 を行い、それを詳細 な地図 に落 と し
て、ひ とめで各地域 ごとの"問 題点"お よび"行 政課題"が わか るとい う
ような調査 も実施 している。 この種の調査 は本来的 には 市町村 の任務 の よ
うに も思 われ るが、県民局が率先垂範 し、管轄区域 の市町村の意識改革 を
しようとしているようで もある。
こう した松 阪県民局であるため、市 町村合併 につ いて も、管轄区域 の市
町村 に、その意義及び 目的な どを詳細 に説明 している。た とえば、2000年
5月 後半 の県民局 の行動 をみ る と … 。
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るわ けで あ る。現 在 の 中野 町長 は年齢 が若 く、 町役 場 の企 画課 長 時代 に 当
時 の 町長 と張 り合 っ て選 挙 に 出馬 し、町 長 に当 選 した とい う人 物 で あ る。
したが って 、 町の運 営 に関 して熱 意 が あ り、新 しい試 み を数 多 く実 践 しつ
つ あ る。 こ う した町 長が 、 これ まで の松 阪市 の 旧態 依然 た る姿 勢 に不信 の
念 を持 つ の は 当然 と もい えるが 、 そ の一 方 で は 、今 の ま まで腕 を振 るい た
い とい う側面 も強 い の で はな いか と思 われ る。 地方 交付 税 や過 疎債 、 あ る
い は国庫 支 出 金(補 助 金)が 今 の まま続 くとい うの であ れ ば 、飯 南 町 の場
合 も強 い て合併 に踏 み こむ必 要 は ない。
こ う した姿 勢 を明確 に して い る のが 、②③ の合併 パ ター ンの配 され て い
る宮 川村 であ る。この村 は1960年 代 の頃 は7000人 近 い 人口 を擁 してい たが 、
年 々、人 口 は減 り続 け、現在 は4000人 ち ょっ との村 とな って い る。 しか し、
村 にはそ れ な りの活気 が あ る。宮 川村 独 自の施 策 もい くつ か展 開 し、村 民
は じめ外 部 の 人々 に も好 評 で あ る。 そ の ため 、村 長 は じめ職 員 が 村 の運 営
に 自信 を抱 い て い る。 財 政状 況 も現状 で は悪 くはな い。 もちろ ん、財 源 の
多 くは 国 ・県 か らの助 成 金(地 方交 付 税 や補助 金)で あ る。言 い換 えれ ば、
現 在 の 日本 の財 政 危機 か らい えば 、宮 川村 の財 政 は、少 な くとも客 観 的 に
は 、基盤 が非 常 に脆弱 な財 政 とい え る。 しか し、今 の と ころ多 くの財 源 が
国 ・県 か ら交 付 され て い る こ とは事 実 で あ り、 その 財源 の交付 が 中止 され
る こ とに もな ってい ない。 したが って 、宮 川村 に は現在 の村 の運 営 に関 し
て危 機 意識 は全 くな く、 そ の結 果 、 合併 とい う意 識 も全 くもっ て い な い。
もっ とも、 村 長個 人 は 、今後 の村 の運 営 に関 して 、更 に創意 工 夫 を重 ね な
けれ ばな らず 、財 政 基 盤 の 強化 も考 えて い る よ うで あ るが 、職 員側 には そ
の意 識 は ほ とん どない よ うで あ る。この よ うな宮 川 村 が置 か れ てい る状 況 、
す な わ ち合 併 を考 えに くい状 況 につ い て は 、宮 川村 と同 じく①③ の合併 パ
ター ンに属 す る多気 町 の小 林 英一 町 長 が 、 三重 県 町村 会副 会 長 の立 場 で で
はあ るが 、次 の よ うに述 べ て い る。
「現 状 は、 三重 県 で も、 人 口2000人 ほ どの村 で も、今 は とって も生 き生
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〔松 阪地 区 の動 向 〕
松 阪 地 区 の場 合 は 、 「『市 町 村 合併 の推 進 につ い ての 要綱 』 の策 定 に関す
る委員 会」 が提 案 した合 併 パ ター ンは次 の3種 類 で あ った。
① 松 阪 地 区(広 域 市 町村 圏)
松 阪市 を 中心 とす る7市 町村 の合併 パ ター ン。 人 口 は182 ,725人 。
② 紀 勢 地 区(広 域市 町村 圏)
大台 町 、宮 川村 な ど5町 村 。 人口 は23,679人 。
③ 松 阪 ・紀 勢 地 区
松 阪 市 、飯 南 町 、宮 川村 な ど9市 町村 。 人 口194,483人 。
この地区の核 である松 阪市は、昔か ら中心都市 と してそれ な りの反映 を
して きたためか、典型的な旧来型の 自治体の ようであ る。すなわち、松 阪
市 の幹部職 員の多 くは日常業務 をこれ まで通 りにこな していけばよい と考
えてい る自治体であ るとい う印象が強か った。業務遂行 の仕方 も、法律や
規則 に従 って、あ るいは、慣例 もしくは先例 に したが って処理す るとい う
こ とであった。 また、 日本 の財政危機が松阪市 もしくは松阪地区 にどうい
う影響 を与 えるのか等 々に関 して、あ ま り問題 意識 は もってお らず 、地区
全体 の中心都市 と して周辺町村 を導 いてい くとい う気迫 に欠けているよう
で もあ った。 したが って、周辺地区 との合併 とい うこ とも、ほ とんど考 え
ていなかった。とはいうものの、2000年 春 に何十年ぶ りかで市長が替 わ り、
しか も新市長が元 国会議i員であ り、新 しい 自治体経営 で評判 にな っている
北 川三重県知事 と国会時代 に同 じ政党 に属す る人物 であった とい うことか
らいえば、松阪市は これか ら大変貌 を遂げてい くはずであ る。
一方、①③ の合併パ ター ンに属する飯南町の場合 、中野孝 是町長 は合併
に積極的であった。 しか し、地区の中心都市である松阪市 についてはあ ま
り信頼 していない。 その結果 、三重県 の 「『市町村合併 の推進 につ いての
要綱』 の策定 に」 関す る委員会」が策定 した合併パ ター ンとは異 なる合併
を志向 している。松阪市か ら離 れた飯南町周辺市町村 との合併 を考 えてい
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が 、この委 員会 が市 町村 合併 のパ ター ン(仮 案)を2000年5月 に発 表 した。
それによる と、伊勢 地 区 の場 合 は5種 類 の合併 パ ター ンが 想定 され て い る。
① 伊勢 志 摩地 区(広 域 市 町村 圏)
伊 勢 市 、 鳥 羽 市 を含 む14市 町村 の 合 併 パ タ ー ンで あ り、 人 口 総計
270,308人 の地 区 の合併 であ る。
② 伊勢 ・度 会地 区(広 域 市 町村 圏 を分割)
伊 勢市 を中心 とす る8市 町村 の合併 出 、人 口 は180,467人 。
③ 鳥羽 ・志 摩 地 区(広 域 市 町 村 圏 を分割)
鳥羽市 、浜 島町 な ど6市 町 の 合併 構想 で、 人 口 は89,941人 。
④ 志 摩 地 区(郡 区域)
浜 島 町 な ど5町 の合併 構1想で、1997年 に青 年 会議 所 か ら合 併 の要 請
が あ っ た区域 と合致 す る。 人 口 は63,35人 。
⑤ 伊 勢 ・度 会地 区(郡 市 区域)
前 述 の② の 区域 に小 山 内村 、紀 勢 町 を加 えた 区域 。 人 口192,388人 。
今 回調 査 した伊 勢 市 は この 中 の① ② ⑤ のパ ター ンに含 まれ 、 いず れ の場
合 も中心 にな る市 で あ るが 、 少 な くと も職 員 幹 部 は合併 の こ とを全 く考 え
て い な か った。 また 、① ③ ④ のパ ター ンに含 まれ て い る阿 児 町 の場 合 は 、
い まの ところ 町財 政 は悪 くは な く、何 の不 便 も感 じて い な いの で 、合併 の
必 要性 を感 じて い ない とい うの が 、森 本 隆 治 町長 の 説 明 で あ った 。議 会 も
以前 に合 併 を阻止 した こ と もあ って 、合 併 の気 運 は全 くな か っ た。町 民 に
もそ の気 運 は ない との こ とで あ る。 一方 、① ② ⑤ のパ ター ンに含 まれ る小
俣 町 の場 合 は、 少 な くと も町長 は、 合併 の必 要性 を認 め て い る もの の 、今
は まだ その段 階で は な い との考 えで あ っ た。
伊 勢市 に設 置 され て い る三 重県 の 出 先機 関(南 勢 志 摩 県民 局)は 、 これ
らのパ ター ンのいず れ か に よって合併 を進 め よ うと市 町 村 に働 きか け て い
るが 、伊 勢市 を初 め と して 、市 町村 は合併 の気 持 ち をほ とん ど持 って い な
い との こ とで あ る。
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拡 大 に な り、 国 や県 と対 等 の立 場 に立 つ こ とに な る。 財 政 力 を高 め る点 か
ら も,"伊 賀 市"誕 生 に期待 す る」27。
しか し、 上 述 の読 売 新 聞 の議 員 調 査 をみ て も、"伊 賀 市"構 想 に反 対 す
る議 員 の なか に も、"伊 賀 市"が 実現 す る可 能性 が あ る とみ て い る もの が
多 く・77%の 議 員 が 「実 現 す る」 も し くは 「実 現 可 能」 と答 えて い た・。
"伊 賀 市 を考 え る議 員 の会"の 発 足 後
、 地 方 選 挙 が あ り、 か な りの議 員 が
入 れ 替 わ ったが 、 そ の多 くは"考 え る会"に 参 加 して い る。1999年8月11
日に開 か れ た"考 える会"の 総 会 が 開か れ たが 、 この 時 の"考 え る会"の
加 入者 は7市 町 村102人 の 議 員 の う ち92人 で あ っ た 。 こ の総 会 で 、 再 度 、
会長 に選 ばれ た葛 原議 員 は 「首 長 、県 議 と力 を合 わせ 、 市民 と一緒 に合併
を考 え て い きた い」 と強調 。 列席 した松 原 ・青 山 町長(伊 賀 町 村 長 会 長)
も 「伊 賀7市 町 村 長 が6月7日 、伊 賀 町 で集 ま り,"伊 賀 市"の 実 現 に向
けて足 並 み をそ ろえ て い くこ とで合 意 した」 と合併 に賛意 を表 明 し、三 重
県伊 賀 県 民 局 の権 蛇 英 明局 長 も 「ぜ ひ"伊 賀 市"を 実 現 して欲 しい」 と挨
拶 して い た19。 ゴー ル は は る か彼 方 で あ るが 、 と に もか くに も、7市 町 村
が合併 に向 けて進 み は じめ たわ け であ る。
(2)住 民 ・県の働 きかけはあるが(伊 勢地区 ・松阪地 区)
〔伊勢地区の動 向〕
1997年 夏、浜 島町 、大 王町、志摩町、阿児町、磯部町の合併 を求め る運
動が この地 区の青年会議所 に よって展開 された。青年会議所 の運動は合併
協議 会 を設置 しようとい うものであったが、 これは議 会の反発 に よ り実現
しなかった。その後、住民(青 年会議所)に よる運動 の再 開はない ようで
ある。
総務 省(自 治省)の 合併 の要請 を受 けて、三重県 は1999年11月 に 「『市
町村の合併 の推進 についての要綱』 の策定 に関する委員会」 を発足 させた
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全 員 が 合併 賛 成 で あ り、伊 賀 町 の場 合 は70%、 上 野市 の場 合 は57%が 賛成
で あ っ た。
反対 議 員 が掲 げ て い る理 由 と して は 、 「住 民 の合 併 の気 運 が まだ盛 り上 が
って い ない 」、次 い で 「きめ細 か い行 政サ ー ビスが 提 供 で きな くな る」 と
い う ものが 多 か った。 こ う した状 況 を反映 して い るため か 、首 長 の 間 には
合 併 に否 定 的 な見 解 を持 つ もの もい る とい う24。た とえば 、 今 岡 睦之 ・上
野 市 長 は次 の よ うに発言 して い た。
「い っ た ん広 域 連 合 を形 成 し、 合併 す る時期 を設 定 して準 備 す るのが 妥
当 。一 気 に合 併 とい うの は難 しい ので は … 」25。
また、富永英輔 ・名張市長は、三重県市長会会長 と しての立場でではあ
るが、三重県の 「市町村合併の推進 についての要綱の策定 に関す る委員会」
で次の ような趣 旨の発言 を している。
「島 ヶ原 村 にはや ぶ っ ち ゃラ ン ドとい う大 きな公 園 が で きてい る し、大
山田村 には約30億 円の 温 泉施 設 が で きて い る。 これ は なぜ で きたか とい え
ば、広 域 市 町 村 圏 の拠 点 施設 に位 置 づ け 、 自治 省 か ら手 厚 い支 援 が得 られ
たか らで 、 も し、広 域 市 町村 圏 が ひ とつ の市 で あ った な らば 、 で きなか っ
た と思 う。 こ うい う行 政 シ ステム上 の 問題 もあ って、現行 制 度 の ま まな ら、
広 域 連携 で い けば いい じゃない か とい うの は実感 だ と思 う」26。
一方、青山町の松 原美省町長 は、1998年 の段階で、「住民 自治が保障 さ
れ、伊賀全体の住民 に連帯の気持 ちが醸成 され る」 とい う条件付 きではあ
るが、次 の ように、地方 自治充実 の立場 か ら伊賀地 区の市町村合併 に賛 同
していた。
「中央集権 は制度疲労 で限界 に きた。地方分権 は地方 の 自治権 の回復 ・
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るが 、 全 国 の動 向 か らい え ば、 これ は非 常 に稀 なケ ー スで あ る。 合 併 後 に
待 ち受 け て い る最初 の現 象 は議 員 減 であ るだ け に 、一般 に、議 員 は合併 に
消 極 的 な こ とが 多 い 。 それ どこ ろ か 、合 併 の動 きが 住 民 か ら出 て きて も、
そ れ を 阻止 す る行 動 を と りが ちで あ る。 た とえば 、住 民 が 有権 者 の50分 の
1以 上 の署 名 を集 め 、市 町村 長 に合併 協 議 会 の 設 置 を求 め る ・住 民 発 議 ・
の 制度 が あ るが 、 合併 協 議 会 の 設置 に は議 会 の議 決 が 必 要 で あ り
、住 民 の
発 議 が あ っ て も、議 会 に よって否 決 され る とい うの が 普通 であ る。 この た
め 、地 方 制度 調 査 会 は、 市 町村 合 併 には"住 民投 票"を 導 入すべ き とい う
答 申 を2000年 に 出 してい るほ どで あ る。 そ して、 この答 申 を受 け 、合併 協
議 会 の 設置 を議 会 が拒 否 した場合 で も、有 権 者 の10分 の1の 署 名 が あ れ ば
住 民 投 票 を実 施 しな け れ ば な らず 、住 民投 票 で過 半 数 の賛 成 が あ れ ば 、合
併 協 議 会 を設 置 しなけれ ばな らない とい う法 案(合 併 特 例 法 改 正法 案)が 、
現 在 、総 務 省 で 立案 され て い る21。
こ う した状 況 の も とで の 、議 員 に よる合併 推 進 の動 きは非 常 に不 思議 で
あ るが ・少 な くと もこの背 景 の ひ とつ には 、首 都 機 能 の 移転 が あ る とい っ
て よい。 現 在 、伊 賀 地 区(『 三重 ・畿 央 地 区 』)が 首都 機 能 移 転 の候 補 地 の
ひ とつ に な って お り、"伊 賀市"に なれ ば 、 この 首都 機 能 の 移 転 に有 利 に
働 くの で は な い か 、 と考 えて い るわ け で あ る22。 しか し、 首都 機 能 の 移転
は実 際 に は ほ とん ど期 待 され て い な い こ と もあ って 、"伊 賀市 を考 え る議
員 の 会"に 参 加 して い る議 員 も、必 ず しも合 併 に積極 的 とい うわ けで は な
い。 た とえ ば1999年 は じめ に読 売 新 聞 の伊 賀 上野 支 局 が伊 賀 地 区 の全 議i員
を対 象 に意識 調 査 を して い るが23、 そ れ をみ る と、"伊 賀市 を考 え る議 員 の
会"に 回答 者 の94%が 参 加 して い る に もかか わ らず 、 回答 者 の議 員 で合併
に賛成 と答 え てい る議 員 は48%に 過 ぎなか っ た。 一 方 、明確 に反対 して い
る議 員 は22%、 「どち らで もない」 は30%も あ っ た。 と くに名 張 市 と島 ヶ
原 村 の議 員 には 賛成 者 が 少 なか っ た。 名張 市 の場 合 、 合併 賛 成 議 員 の30%
に対 して・ 反対 議i員 も30%で あ り、 また 島 ヶ原村 の場 合 は賛 成22%に 対 し




「議員 も首 長 も減 り、職 員 の 削減 に もつ なが る。 … 議 員 も職 員 も現
在 の3分 の1に な って ス リム化 が 図 れ る。 この ほ か 、例 えば消 防組 合 が ひ
とつ に な る こ とで 、(現 在 の市 町村 の)境 界部 分 で起 きた災 害 に管 轄 区 域
を もつ こ とな く、迅 速 な対応 が可 能 に な る。 と くに救 急 業務 に メ リ ッ トが
大 きい」19。
「市 民 との対 話 集 会 な どで 『(合併 す る と)住 民 の声 が 届 きに くくなる』
とか 、 『役 所 が 遠 くなる』 とい う意 見 が 出 る。 しか し、(住 民 のみ な さん に
は)『 み な さん の税 金 が有 効 に使 わ れ るた め に頑 張 って い る ん だ』 とい う
こ とを認 識 して欲 しい」20。













区 に は、現 在 、上 野 市 と名 張 市 を中心 に、 伊 賀 町 、 島 ヶ原 村 、阿 山町 、大
山 田村 、青 山町 の7市 町 村 が あ るが、1998年 には い る と、 これ らの 地 区 の
議 員 の 間 か ら、伊 賀 地 区 の 合併 をはか ろ うで は ない か とい う動 きが急 激 に
高 まっ て きた。
「社 会 要求 ・住 民 ニ ー ズ に応 え る に は、現 状 の如 く7市 町村 が個 々 に対
応 して い く姿 で は 限界 が あ ります 。 広 域行 政 連 合 にお い て も有効 打 を期 し
が た く、7市 町村 の 合併 に よる"伊 賀 市"に お い て初 め て効 を なす 」17と
い うの が 、 これ らの議 員 の意 識 で あ った 。
1998年2月10日 、7市 町 村 の議 会 の 正 副 議 長 が 集 ま り,「 党 派 を超 え 、
一切 の私 情 を抜 い て」
、 「伊 賀地 域 を咲 かす 行 政 機構 を模 索 しよ うで は ない
か」78とい う合 意 を形 成 。 そ して 、7市 町村 の議 長 が 呼 びか け 人 とな り
、
1998年5月 、上 野 市 にあ る三 重 県庁 の上 野庁 舎 に 、7市 町村 の議 員 が集 合
した。"伊 賀 市 を考 え る議 員 の 会"の 発足 で あ っ た。 この 日に集 まっ た議
員 は71人 で あ ったが 、議 員 の 会 に名前 を連 ね た議 員 は95人(7市 町村 の 当
時 の議 員総 数 の91%)で あ っ た。
構 想 通 りの"伊 賀 市"が 実 現 す れ ば 、 人 口 は184,831人(2000年 国勢 調
査)、 三 重 県 内 で は 四 日市 市(291,106人)、 鈴 鹿 市(186 ,138人 〉 に次 い で
3番 目の 都 市 とい うこ とに な る。 必 然 的 に財 政 規 模 は大 き くな り、一 方 、
職 員数 は削 減 で きる。伊 賀地 区7市 町村 の 現 在 の職 員 数 は全部 で2000人 を
優 に越 して い る とい う。 これが 合併 して、 同 規模 の鈴 鹿 市 と同程 度 の職 員
数 に なる と仮定 した場 合 に は、500～700人 の職 員 が不 要 とな る計 算 で あ る。
また、2000年 現 在 、伊 賀 の7市 町 村 に は102人 の議 員 が い るが 、 この定 数
も・"伊 賀 市"に な る と、30数 人 に削 減 され る はず で あ る。 もち ろ ん市 町
村 長 の数 も減 る 。 これ らの こ とか らい え ば、 少 な くと も財 政 的 に は、"伊
賀 市"の 実 現 は非 常 に効 果 が あ る とい わ な け れ ば な らな い 。"伊 賀 市 を考
え る議 員 の会"の 会長(葛 原 香積 ・上 野 市議)も この 点 を次 の よ うに強調
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本 末 転倒 だ と考 え ます 。 国 に よって 権 限 や 財 源 が 制 約 され て い る なか で 、
自立 が 困難 だ か ら とい っ て、 合併 促 進 を説 くの はお か しいの で は ない で し
ょうカ・」'6。
そ して 、 「規 模 や 人 口 が大 き くな れ ば な るほ ど,住 民1人 一 人の 意 見 や
意 志 の 反映 が 難 し くな る」 と し、合併 よ りも.,「地 域 コ ミュ ニ テ ィの確 立 、
市 町 村 自体 の権 限 の強 化 」 さ らに、市 町村 の 「税 財 源 の確 立」 の ほ うが 重
要 であ る とい う主 張 を展 開 して い た。
しか し、 この よ うな合 併 批 判 の 意見 は ご く少数 であ り、 国会 で 表 明 され
る意見 の ほ とん どは、 分 権 の受 け皿 と して 、 ま た、財 政 危機 を克 服 す るた
め に も、市 町村 合併 が 必 要 とい う もので あ った。
財 政 危機 を市 町 村合 併 に よ って改 善 しよ う とい う姿 勢 は安 易す ぎる とい
うべ きで あ るが 、 しか し、 中央 に依 存 しす ぎる市 町 村 が あ ま りに も多 い と
い う実 態 か らい え ば、市 町村 合併 に よっ て"新 しい 自治体"を 創 ろ う とい
う総務 省(自 治省)の 姿勢 に も無 理 か らぬ とこ ろが あ る とい うべ きで あ ろ
う。 また 、 これ まで述 べ て きた1980年 代 以後 の審議 会 の答 申や 国会 の 審議
の趨 勢 か らみ て も、総 務 省(自 治 省)の 市 町村 合併 を大 々的 に進 め よ うと
い う姿 勢 は ひ とつ の 立場 とい うべ きで あ る。
皿、自治体の動向一三重県の 自治体 を事例 に一
(1>"伊 賀市"を 目指 して
よそ 者 に とって は,"忍 者"が い た地 域 とい う こ とで名 前 を知 って い る
地 区 で あ るが 、 この地 区 は 、伊 賀 盆地 を形 成 して い る地 区 で あ る。京 都 府
と奈 良県 それ に滋 賀県 に接 し、伊 賀 地 区 を流 れ る河 川 も、他 の三 重 県 の河
川 とは違 い 、大 阪 の淀 川 に注 い で い る。住 民 の意識 も昔 か ら関西 に親 しみ
を もち、 三重 県 の他 の 地 区 とはか な り異 な る との こ とで あ る。 この伊 賀 地
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な っ て い る」14。
財 務 省 の現 時点 で の統 計 をみ る と、 国 ・地 方 の長期 債 務 残 高 は平 成12年
度(2000年 度)末 に642兆 円 に達 して しまった。GDPの128 .7%に 相 当す る
額 で あ る。財 政 危 機 が ます ます 悪 化 して い る わ けで あ り、抜 本 的 な改 善 策
を採 用 しない 限 り、返 済不 能 な借 金 にな って しまった とい え る数 字 で あ る。
一 方
・現 在 の 多 くの 自治 体 は、 ほ とん ど とい って よい が 、 地方 交 付 税 や 国
庫 支 出 金 に依 存 した形 で 運 営 され て い る。 自治 体 の借 金 で あ る地 方 債 も、
実 質的 に は、 国 に後 始 末 を して も らって い る こ とが 多 い。 こ う した状 況 か
らい え ば、 自治体 の 自立 、 と りわ け規 模 の小 さな市 町村 の 自立 が重 視 され
るの は 当然 と もい え る。
事 実 、財 政 危 機 とい う観 点 か らの市 町 村 合併 論 は、 国 会 の論 議 にお い て
も展 開 され る こ とが 多 か っ た。 た とえ ば、1998年11月 の衆 議 院予 算 委 員 会
で 当時 の 自治大 臣が民 主 党議 員 の 質 問 に対 して次 の よ うに答 えて い た。
「国 ・地 方 を通 じて 、 ご承 知 の通 り財 政 が 大 変厳 しい状 況 にあ る。 そ う
い う中で 、 ど うや って 国 ・地 方 を通 ず る行 政 の 簡素 効 率 化 を図 って い くか
とい う視 点 、 この視 点 も また大事 な視 点 で あ ります 。 そ うい う中 で 、市 町
村 合併 とい うこ とは … 私 は非 常 に大事 な テ ーマ で あ る と理 解 して お り
ます」15。
もっ と も、 国会 議 員 の な か には、財 政危 機 と市 町村 合 併 を結 びつ け る こ
とに対 して 、 また、 地方 分 権 の 受 け 皿 と して規模 の拡 大(=合 併)が 必 要
で あ る とい う論 法 に対 して批 判 す る主 張 もあ った。 例 え ば 、社 会民 主 党 ・
市民 連 合の議 員 は次 の よ うに主張 してい た。
「私 は地方行 政経費 を安 くあげるため とか、規模が大 きくない と分権 の
受 け皿 にな らない とかい う理由で 、市町村合併 を推進す る とい うことは、
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の展 開 が も とめ られ てい る。 こ う した要請 に応 え るた め に は、市 町村 が財
政 基 盤 の 強化 、 人 材育 成 ・確 保 の体 制 整備 、行 政 の効 率 化 を図 る こ とが 重
要 で あ り、市 町 村 合併 に よ り対 応 す る こ とは有 効 な方策 で あ る。 当調査 会
と して は、 自主 的 な市 町村 の合併 を更 に一層 推 進 す る こ とが 必 要 で あ る と
考 え る」13。
1998年8月 、自治省行政局長 の私的研究会 として市 町村合併研究会が設
置 されたが、 この研究会の報告書 は、財 政危機 と市 町村合併 の関係 を もっ
と明確 に表 明 した。す なわち、同研究会 の報告書 は、 日常生活圏の拡大、
地方分権 の推進、少子 ・高齢化 の進展 な ど、市町村行 政 を取 り巻 く潮流 に
ついて説明 した後 、次 の ようにい う。
「我 が国財 政は、平成11年 度末の国 ・地方 を合わせた債務残高 は約600
兆円(対GDP比121%)に 達す る見込みであるなど極めて厳 しい状況 にあ
り、将来世代 の ことを考 えるとき、財 政構造改革 とい う大変重 い課題 を背
負 ってい る。国の公債残 高は平 成11年 末 には327兆 円 に達す る見込 みであ
り、利払費の増加 による財政 の硬直化が進行 している。地方財 政において
も平成11年 末 には地方 の借 入れ残高 は176兆 円に達す る見通 しであ る。一
般的 に、小規模市町村 ほ ど財 政力は脆弱であるが、少子 ・高齢化 が進展す
るなか にあ って も、基幹 的な行政サ ー ビスの提供 に支障 を生 じることの な
い ように していかなければな らない。 ・…(こ の ような)市 町村行政
を取 り巻 く大 きな潮流 を踏 まえ、今や、都道府県及 び市 町村 は、 自らの地
域 の現状及 びあるべ き姿 について、中長期的 な展望 を描 く必要 に迫 られて
い る。 また、将来 の展望 を現実の もの と してい くためには、現在の行政態
勢で対応で きるか どうかの検討が不可欠である。 …(こ う した)市 町
村行政 を取 り巻 く大 きな潮流 を踏 まえれば、今後 とも、市町村が住民の期
待 に応 えてい くため には、個 々の市 町村の行 政改 革の努力 だ けで は足 ら
ず … 市 町村合併 による対応 は、 もはや猶予の許 されない緊急 の課題 と
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欲 の あ る市 町村"に 権 限 を移 譲 で きる か否 か の 実験 を してみ よ う とい う も
の で あ った。 この た め 、 これ らの民 間選 出 の委 員 は、 どん な に小 さな町 村
で もパ イロ ッ ト自治 体 に名乗 りをあ げ る こ とが で きる よ うにす るべ きで あ
る と考 えて い た。 しか し、 こ う した発想 が 中央 省 庁 の 強 い反 発 を受 け る の
は必 然 で あ った。 中央 省 庁 は、 行 政 の分 野 に"実 験"と い う発想 を持 ち込
む こ と 自体 に も反対 で あ った た め 、"実 験"の 範 囲 を極 め て 限 定 され た も
の に しよ う と圧 力 を加 え 、そ して 、実 験 に参 加 で きるの は規 模 の大 きな 自
治 体 に限 る とい う形 で 制 約 しよ う と した。 「豊 か な くら し部 会」 に は 、 中
央 省庁 出 身 の 委 員 が 多 く1⑪、事 務 局 は 中央 省 庁 の 官僚 で 占め られ て い た た
め ・結 局 、 パ イ ロ ッ ト自治 体 の構想 は ほ とん ど面 白み の な い"実 験 ・ に さ
れ て しまい 、"実 験"に 名 乗 りをあ げ る こ とが で きる市 町村 も 「20万 人 程
度 以 上 」 の 自治 体 とい う こ と に され て しま った1・。 分 権 の担 い手 に なれ る
か ど うか は、 人 口規模 で は な く、"市 町 村 の 意 欲"で あ る とい う民 間委 員
の発 想 、す なわ ち市 町村 合併 論 を否 定 す る発 想 は 中央 省庁 に よ って潰 され
て しまった わけ で あ るiz。
(3)財 政再建 と市町村合併
1990年 代 の後半 になる と、 しか し、市町村合併の論拠 が微妙 に変わ って
きた。地方分権 の 「受 け皿」 を整備す るために合併 が必 要 とい う論拠 は継
続 して主張 されたが、それ に加 えて、財政再建のため に市町村合併が必要
とい う点が強調 される ようになったのであ る。 こう した主張が展 開 される
ようになったの は国 ・地方の借 金(累 積債務)が 巨額 になって きてか らで
あ るが、最近 はと りわけ この点 を論拠 として主張す る ものが多い。 た とえ
ば1998年4月 に公 表 され た地方制度調査会の答 申は次の ようにい う。
「極めて厳 しい財政状況 の中で、今後 の社会経 済情勢 の変化 に適切 かつ
弾力的 に対応す るため、財政構造の改革 とともに、効率 的、効果的な行政
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が あ っ た わけ で あ る。事 実 、 中央 省庁 の官僚 で構成 され た第3次 行 革 審 の
事 務 局 は 、 「豊 か な くら し部 会」 に対 して 、 当 初 、次 の よ うな案 を提 出 し
てい た。
「将来の 自立 した地方行政体制 の実現 に向け、 日常生活圏の核 となる市
町村 を中心 として周辺の市 町村 を含む、地域社会 と して存立、発展す る条
件 と行財政能力 を備 えた新たな基礎 的 自治体 を全 国的に整備 する ことを検
討す る必 要が ある。新 自治体 は、現行の広域市町村圏等 か らみて、最終的
に300～500程 度 になる と思われる」9。
しか し、 自治省 は 、当 時 、 中核 都市 や連 合 都市 を検 討 して い た ため 、市
町 村 全 体 を300～500に 整備 す る とい う構 想 に対 して真 っ 向 か ら反 発 した。
この構想 が 実 現 す れ ば 、 中核 とな る都市 に特 別 の権 限 を委 譲 す る とい う中
核 都 市 の構 想 が 無 意味 に な って しま うか らで あ っ た。 知事 会 も、市 町村 の
強化 は都道 府 県 の弱 体 化 を招 くと して反 発 。 また 、部 会 の委 員の なか に も
合併 論 に否定 的 な者 が 多 か った ため 、結 局 、 この構 想 は立 ち消 え に な って
しまっ た。 これ に代 わ っ て 、 「豊 か な く ら し部 会 」 で 審議 され る よ う にな
っ た の は 、"開 放 区"の 考 え方 で あ っ た。 た だ し、 この 開放 区 とい う呼 称
を問題 にす る委 員 が 何 人 か い た た め 、"パ イ ロ ッ ト自治 体"と い う名称 に
な り、最 後 には"地 方分 権 特例 制 度"と い う訳 の分 か らない 名称 にな って
しまっ たが … 。
パ イ ロ ッ ト自治 体 の 構 想 は市 町 村 が 分 権 の担 い 手 に な りう る か否 か を
"実 験"し て み よ う とい う構 想 で あ った
。 しか も、 「豊 か な くら し部 会 」 に
民 間 か ら選 出 され た 委 員 の面 々 は、 この"実 験"の イニ シア テ ィブ を市 町
村 に取 らせ る とい う点 に執 着 して い た。 ど うい う権 限 を行 使 す るか を市 町
村 に選 択 させ 、 それ が う ま く処 理 で きるか どうか を試 して み よ う とい うの
が 、 これ らの 委 員 の発 想 で あ っ た。 言 い換 えれ ば、地 方 分 権 をす る ため に
は市 町村 の規 模 を大 き くす る必 要 が あ る とい う"受 け皿"を 否 定 し、"意
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(2)第3次 行 革 審 の 論 一._「受 け 皿 」 論 の 否 定?一 一
臨時行政調査 会が発足 した ときは、行政改革 は時の政府 の最重要課題 と
して位置づけ られ、その答 申は大 きな着 目を浴 びた。 また、行 政改革 に対
す る世論 の期待 も非常 に大 きか った。行革審 はこの臨時行政調査 会が政府
に提出 した答 申の実行状況 を監視 し、政府 を督励す る目的 を もって設置 さ
れ た ものであった。行革審の会長 には、臨時行政調査会の会長 であ った土
光敏夫氏が就任 し、それだけの重みがあ った。 しか し、 この行 ・・Seが1987
年 に解散 して第2次 行革審 に引 き継がれ、次 いで1990年 には第3次 行革審
が発足す る とい うようになると、行政改革 は次第 にマ ンネリ化 し、それに
対す る世 間の期待 も薄 らいでいった。第3次 行革審 が発足 した時 には、 も
う行革審 は不要ではないか とい う議論 が展開 されたほ どであ った。 こう し
た状況の下でス ター トした第3次 行革審 に対 しては、マ スコ ミもあ ま り関
心 を寄せ なかった。せいぜ いの ところ、当時の問題であ った コメの輸 入問
題 を どの ように取 り扱 うか とい う程度 の関心 であった。 しか し、市町村 合
併 とい う面 では、この第3次 行革審 は面 白い働 きを した。それ までの臨時
行政調査会 ・行 革審が 、地 方分権推進のためには市町村合併が必要である
とい う主張 、す なわち地方分権 の 「受 け皿」論 としての合併 を主張 して き
たの に対 して、第3次 行革審の民 間選出の委員が異なる姿勢、 む しろ市町
村 合併 を否定す る姿勢 を とったのであ る。 この造反劇 ともいえる委員 の主
張は、第3次 行革審のなか に1991年2月 に設置 された 「豊か な くら し部会」
のなかで展 開 された。
この部会の部会長 にはその直前 まで熊本県知事 であった細 川護煕氏が選
任 された。細川氏が選任 されたのは、第3次 行革審の会長 ・鈴木永二氏 に
よれば、「細 川氏 の地方分権論 、 と くに全 国 を300諸 侯 に分ける とい う考 え
に同感 して、それ を実現 して もらいたか った」 ため といわれてい る8。 部
会長 を選任 した段 階で は、市 町村 合併 を進める ことを審議す る とい う前提
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i)行 政基盤が強化 され、総合 的一体 的な地方行 政の展 開、行政サー ビ
スの向上が可能 となる。
11)周 辺 町村 を含 めた良好 な地域環境 を計画的 に整備 で き、 また、地域
の産業振興等地域 の活性化 に貢献 する。
iii)小 規模 な町村の合併 は、その行財政基盤 の強化 を通 じて、社会福 祉
や保健衛生等住民 に身近 な行 政事務の市 町村への委譲 を勧 めやす く
す る。
ただ し、市 町村 合併 は 「あ くまで も関係市町村 及び住民の 自主性 を基本
とすべ きである」 とい うのが、行革審の姿勢 であった。その ため、合併 に
関す る中央政 府の役割 は、「自主的合併 が円滑 に行 われ るための条件」 の
整備 に限定 していた。 とはい うものの、市町村 の規模の拡大 は絶対 に必 要
であ るとい う認識があ り、小規模 な市 町村が 自主 的に自治権 を享受す る と
い う点 に関 しては次の ように非常 に懐 疑的であ った。
「市 町村 の 中 に は、 『地方 の 時代 』 を具 体 的 に 築 く意 欲 を持 って 、 そ の
産 業 、文 化 等 を見直 し、 自 らの生 活 圏 を活 性 化 す る動 きが あ るが 、そ の場
合 、市 町村 が これ らを効 果 的 に推 進 す る には、 地域 、 人材 、財 政 等 の 面 で
一定 の基 盤 な り規 模 を持 つ こ とが 必 要 に な る」7。
これ は、行 革 審 の事 務 局 で もあ った 中央 省 庁 の姿 勢 、す な わ ち小 規 模市
町村 に対 す る不 信 の念 を端 的 に表 して い た とい って よい で あ ろ う。 事 実 、
そ の後 、第3次 行 革 審 で地 方 自治 の実 験 を市 町村 に行 わせ る とい う議 論 に
な った と き、 民 間選 出 の委 員 が市 町村 の"意 欲"を 重視 した の に対 し、 中
央 省 庁側 の委 員 は"規 模"を 問 題 に し、小 規模 な市 町 村 は実 験 をす る能 力





総務省(自 治省)が 市 町村合併 に関 して強調 して きたの は、地方分権 を
実現す るためには市 町村 の規模 をそれな りに大 き くしなければな らない と
い う点である。 この ような考 え方は、地方分権 の 「受け皿」 を整備す るた
めの市町村合併論 である とい うところか ら、一般 に 「受け皿」論 といわれ
てい るが 、こ うい うr受 け皿」論が展開 される端緒 とな ったのは1981年 に
設置 された臨時行政調査会の第3次 答 申(基 本答 申)で あった。1982年 に
公表 されたこの基本答 申は 「住民 に身近 な行政 はで きる限 り地域住民 に身
近な地方公共 団体 において処理 され るよう」3にするべ きである とい う認識
の もとに、市 町村へ の事 務の配分 を強調 したが、 しか し、「市 町村 の人 口
規模 には、数百 人の小 規模 な ものか ら数百万 人の大規模 な もの まで大 きな
格差」4があ り、 この格差 を解消す ることが重 要な課題 となる と主張 したの
であった。 同答申はい う。
「国 と地方の事務 配分 において、地方位 置が最 も実現 されやすい基礎 的
な団体 である市町村 にで きるだけ事務 を配分 するため に も、市 町村の基盤
の強化 を図る とともに、長期的、基本的 には、市町村の規模 、能力の格差
を解消す ることが重要な課題 である」5。
臨時行政調査会 の解散後、行政改革の審議 を継続す るため に設置 された
臨時行政改革推進審議会(行 革審)に おいては、市町村合併 の方向が もっ
と具体的 に示 される ようになった。 た とえば行革審の1986年6月 の答申は
「市町村 合併 の推進」 を明確 に表明 し、 しか も、市町村合併 が行 われれば、
次 の ような効果があが る と明示 していた・。
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地 区(9市 町 村)そ れ に3地 区 の 県 民 局 で あ っ た 。 そ れ を 明 示 す る
と …
1)伊 賀上 野 地 区(1999年9月5日 ～9月8日)
三 重 県 上 野 県 民 局 、上 野 市 、青 山 町 、 島 ヶ原村 、 名 張 市 、 名 張 市 、
伊 賀 地 区広 域市 町 村 圏事 務組 合 。
2)松 阪 地 区(2000年8月2日 ～8月5日)
三重 県松 阪 県民 局 、松 阪市 、宮 川 村 、飯 南 町 。
3)南 勢 志摩 地 区(2000年9月6日 ～9月9日 〉
三重 県南 勢 志 摩県 民 局 、伊 勢市 、阿 児 町 、小俣 町。
この ほか に、補 助調 査 と して、和 歌 山県議 会 、和 歌 山 県地 方 課 、和 歌 山
県経 済研 究所 、和 歌 山 県伊 都 青 年 会議 所 、静 岡県 清 水青 年 会 議所 、三 重 県
地域 振 興 部 、 四 日市 市役 所 にお い て もヒア リ ング を行 い 、 また、2000年3
月28日 ～31日 に は韓 国の慶 畿 道 で ヒア リ ング調 査 を行 った。
この研 究会 の メ ンバ ー は次 の通 りであ る。
橘 川 利 忠 、 交 告 尚史 、 郷 田正 萬 、 後 藤仁 、 竹 下 譲 、橋 本 宏子 、村 上 順 、
山田徹(い ず れ も神奈 川大学 法 学 部教授)。
この調査 に関す る報告 は各 自が それぞれの考 えで と りまとめ、法学研究
所 に保管 して もらう予定であ るが 、それぞれ別の ところに公表す るのは 自
由 とい うことに している。
以下 に述べ る記述は、 この うちの竹下の報告分である。内容 は大 きく二
つ に分かれている。第一は総 務省(自 治省)が 何故 に市町村合併 に執着 し
ているか とい う点の分析 であ り、第二 は調査 した地区にお ける市 町村の合




神奈川大学 か ら特別研究費 を交付 され る とい う機会 に恵 まれたこ ともあ
って、 この研 究 は、市 町村の実態調査 を もとに して進め ることに した。当
初 は、市 町村合併 の動 きがあ る地 区をで きるだけ広範 囲 に調査す る とい う
予定であったが、研究会の メ ンバーが集 まるとい う時間調整が なかなかで
きず、結果 的に、特定 の地区 に実態調査 の区域 を絞 る とい うことになって
しまった。 また、過去 に市町村 の大合併 を行 ってい るイギ リスと、それ と
は逆 に、市町村 の区域が まだ非常 に狭域 の北欧諸 国の調査 もす る予定 であ
ったが、時 間 と経費の都合がつ かず、実現す るこ とはで きなか った。 しか
し、それ に代 わって、 日本 と類似す る地方制度 を もっている韓国で市町村
合併 を含 む広域行政が どの ように考 えられてい るのか、実情 はどうか、 ま
た、韓国では、現在、地方制度 の抜本的な改革が行 われ ようとしてい るが、
その改革内容 は どうい うものか、等 々をみ るため に、韓国 に出かけて調査
を した。 この報告 も研究 会の メンバーが行 う予定 である。 なお、 この韓国
で世話 にな った慶畿 道の元知事 ・林博士 が地 方制度調査 で来 日した際 に、
この研 究の一環 として、神奈川大学 で 「韓国の地方 自治改革の方向」 につ
いて講演 をして もらい、それ を学生 に公 開 した。
日本国内の実態調査 については、た とえば静 岡県の清水市 と静岡市の合
併協議 会設置 について、 また、和歌 山県の橋本市 と高野 口町 を中心 とす る
合併運動 の動 き(青 年 会議 所の動 き)、 それ に対 す る和歌 山県庁 の動 き、
県議 会議 員の考 え方 な どの調査 を私が単独 で行 うとい うこともしたが、研
究会全体 としては、三重県内の市 町村 に対 象 を絞 って調査 を行 った。 この
調査 にあたっては三重県地域振興部お よび各地区の県民局 に全面的 に協力
を して もらい、すべ ての段 取 りをつ けて もらった。調査 は首 長や 自治体幹
部か らの ヒア リング調査 をす るとい う形で実施 したが、 ヒア リングの重点
を置 いたのは、現在 どの ように自治体 を運営 して いるか、その運営方法 に
支障があるか否か、市町村合併 の動 きがあ るか、合併 に対す る議 会の意向
は どうか、広域行政 の実態、等 々であ った。調査対象 としたのは全部 で3
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えて い る市 町村 は 、い まの と ころ、 ほ とん どな い とい うべ きで あ る。 新 聞
紙上 に は、 ご く稀 に、 合併 の動 きが あ る とい う記 事 が 出 て い るが 、 こ う し
た記 事 もほ とん どは青 年 会議 所 な どの特 定 の 団体 が 合併 を提 案 した とい う
記事 に過 ぎない。 その提 案 を も とに、公 式 に合 併 手 続 きに入 って い くとい
う事 例 は ほ とん ど見 当 た らず 、 また、役 所(役 場)や 議 会 で合併 が論 議 さ
れ て い る とい う記事 もほ とん どない。
こ う した事 態 にあ る に もかか わ らず 、総 務 省(自 治 省)が これ ほ ど市 町
村 合併 に こ だ わ って い るの は何 故 で あ ろ うか 。 大 きな疑 問 で あ る。 また 、
合併 に向 け て検 討 を始 め てい る市 町 村 もご くわず か で は あ るが 存 在 す る。
こ れ らの 市 町 村 は なぜ 合併 に積 極 的 に な っ て い るの で あ ろ うか 。総 務 省
(自 治 省)が 提 示 して い る財 政上 の支 援 とい う甘 い"ア メ"に 魅 惑 され て
い るの か、 そ れ と も別 の理 由が あ るの か、 この点 も大 きな疑 問 とな ろ う。
この よ うな疑 問 か ら、神 奈 川大 学 法 学部 自治 行 政学 科 に所属 す る数 名 の教
員 で 「市 町村 合併 研 究 会 」 を設 置 し、市 町村 の 合併 の検 討 を試 み る こ とに
した。市 町村 合併 に関す る研 究 は 、す で に、 中央 省庁 や 都 道府 県 に よって
組 織 され た い くつ か の研 究 チ ー ム に よ って行 われ て い たが 、 この よ うな研
究 は、如 何 に客 観 的 に研 究 を進 め よ う と して も、 そ の ス ポ ンサ ー であ る中
央 省 庁 や都 道 府 県 の意 向 に添 った研 究 に な りが ち とい う欠 陥 が あ る。 言 い
換 えれ ば、市 町村 合併 を進 め るべ きであ る とい う、 い わ ば"官"の 意 向 を
前 提 と して研 究 を進 めが ちで あ る。 われ わ れ の研 究 会 は この よ うな前提 を
もたず に、 か とい って 、合 併 す るべ きで は ない とい う前 提 も もたず に、 で
きる だ け客観 的 に、 い わ ば"民"の 立 場 か ら研 究 を行 う とい うこ とを 目的
と した。 そ の結 果 、調査 研 究 を進 め る過程 で 、合併 は必 要 か否 か 、 中央 政
府 の姿 勢 は妥 当 か否 か 、市 町村 の 態度 は どうか等 々 につ い て意 見 が紛 糾 し
たが 、 この調 整 は はか らな か っ た。 そ れぞ れ が 、 で きるだ け客 観 的 に実 態
を調 査 す る とい う点 だ け を重 視 し、 そ の整 理 の仕 方 はそ れ ぞれ の考 え方 に
した が っ て行 う とい うこ とに したわ け であ る。 この結 果 、研 究 報告 は各 自
が そ れ ぞれ の責 任 で行 う とい う こ とにな っ たが 、近 い うち に法 学研 究 所 に
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地方 自治体 には地方分権 を受 け入れるだけの能力が な く、地方分権 を推進
す るため には、 自治体 の能力の向上 、す なわ ち合併が必 要だ とい うわけで
ある。た とえば、2000年11月 に公表 された 自治省 の 「市町村合併の推 進 に
係 る今後 の取 り組み(自 治省市 町村合併推進本部決定)」 に も、 この考 え
方が次 の ように端的 に表明 されている。
「地方分権が実行 の段 階 を迎 え、住民 に身近 な総合的な行政サー ビスを
提供 する市町村 の役割 は、今後 ます ます重要 な もの となって くる。 こう し
たなか、住民の立場 に立 って、市町村 の行政サ ー ビス を維持 し、向上 させ
るとともに、行政 と しての規模の拡大や効率化 を図る とい う観 点か ら、市
町村合併 をよ り…層積極的 に推進す るこ とが必要である」2。
総務省(自 治省)は 、現在 、 こう した認識の もとに、合併市 町村 に特別
の財政上の援助 をはか る とい う刺 激策 を実施 している。 た とえば、10万 人
と10万 人の 市町村合併 の場合 には12億 円程度、5万 人 と5万 人の市町村合
併 の場合 は9億 円程度 、1万 人規模 の3町 村 合併 の場合 は7億 円程度の支
援金 を交付 する ことに した り、合併特例債 を認 めた りとい う刺激策がそれ
である。 また、都道府 県に対 して、市町村合併 を推進す る施策 を実施す る
ように働 きかける とい うこともしてい る。
しか し、実際 に合併 した市町村 はほ とんど見当た らない。最近の事例 で
は、東京都 の田無市 と保谷市が合併 して2001年1月21日 に西東京市 とな り、
埼玉県の浦和市 ・大宮市 ・与野市 の合併 が間 もな く実現 する予定 があ る く
らいである。 もっとも、昨年(2000年)は8地 域(35市 町村)で 合併協議
会が設置 され、 また今年4月 には2地 域(7市 町村)で 合併協議 会が設置
されるな ど、合併 を検討す る地域 は、 ここ1・2年 、増 え る傾 向 にあ る。
この ことか ら、 自治省(総 務省)の 合併推進策が次第 に効果 をあげて きた
とい えな くもないが、 しか し、全体の市町村数か らい えば、合併協議 会 を








この とこ ろ、 市 町 村 合併 の推 進 を図 ろ う とす る 自治 省(現 在 は総 務 省)
の 意気 込 み が と りわ け強 くな っ て きた よ うで あ る。2000年(平 成12年)12
月22日 の 自治 大 臣 の次 の よ うな発 言 をみ て も、 そ の意 気込 み の ほ どが 理 解
で き よ う。
「市 町村 合併 の推 進 は、 もはや 避 け て通 る こ とので きない課 題 で あ る と
い え る。 ・・ … 市 町村 合併 は、 そ の帰 趨 が21世 紀 の わが 国の 地方 自治
の 姿 を 決 して し ま う ほ ど の 重 要 な 政 策 課 題 で あ る … 。 そ れ だ け
に、 … 広 く国民 のみ な さ まの御 理解 と御 支援 をお願 い したい と考 えて
い る」'。
自治 省 が この よ うに市 町村 合 併 論 を強 く意 識 す る よ うに な っ た背 景 に
は、1990年 代 に活発 にな った 地方 分 権 の動 き、 た とえ ば1993年6月 に衆 参
両 院 で 「地 方 分 権 の推 進 に関 す る決 議」 が な され た こ と、翌1994年 に第24
次 地 方制 度 調 査 会 が地 方 分 権推 進 の 答 申 を出 した こ と、 そ して 、そ れ ら を
受 けて 、1995年 に地 方分 権 推 進委 員 会 が発 足 し、2000年4月 に地 方 分権 一・
括 法 が 実施 され た こ と、等 々が あ る とい って よいで あ ろ う。現 在 の多 くの
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